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This study found that air pollutants contribute to the intensification and acidification of urban heavy rainfall 

(UHR) in the calculations using a meteorological and chemical transport model, NHM-Chem with chem-to-met 

feedback processes, under the uncertainties from cloud microphysical and chemical modules. Considering 

chemical properties in aerosol-cloud interaction (ACI) process enhanced cloud droplet transport to higher altitudes, 

promoting graupel growth. The resulting maximum 1-hour precipitation was enhanced nonlinearly. The 

contribution of local anthropogenic air pollutants to wet deposition in UHR was estimated to be 40-80%. The wet 

deposition of acidic substances was 2.54 times higher in UHR than in normal precipitation. 

 

１．はじめに 

東京における都市域豪雨（Urban Heavy Rainfall: 

UHR）は夏季の午後から夜の初め頃にかけて降水

頻度が 30%/century の割合で有意な増加傾向にあ

ることが，1890 年から 2007 年の 1 時間値を用い

たトレンド解析の結果から報告されている 

(Fujibe et al. 2009)．東京における UHR 発生の原因

としては，関東南北の加熱差による局地前線の形

成 (Kawabata et al. 2007) や，ヒートアイランド現

象や都市の粗度による対流 (Yokoyama 2016) ，東

京湾や相模湾からの海風の侵入と楔型前線の形成 

(Nakayoshi et al. 2013) が東京における豪雨の原因

として指摘されている．より広いスケールでの

UHR発生条件については，関東スケールでの大気

不安定な状態（前線が東北地方に停滞しているこ

とや，日本の南方海上に台風や熱帯低気圧が存在

する状況）における北からの寒気の流入が指摘さ

れている (三上ほか 2005)． 

他方で，都市のような大気汚染地域においては，

エアロゾル-雲相互作用 (Aerosol Cloud Interaction: 

ACI) のエアロゾル第 2 種間接効果（雲寿命効果 

(Albrecht 1989) ）による豪雨形成プロセスの存在

も指摘されている (Rosenfeld et al. 2008)．汚染時

には清浄時に比較してエアロゾル数濃度が高く，

雲凝結核 (Cloud Condensation Nuclei: CCN) や氷

晶核 (Ice Nucleating Particle: INP) が多く供給され

ることで，雲粒や雲氷の粒径が小さくなり，成長

が抑制され大気寿命が延びることで，かえって上

空への水物質の輸送が強化される (Rosenfeld et al. 

2008) ．これにより積乱雲の発達を促すことで降

水機会の減少と引き換えに降水の激化をもたらす

とされている (Rosenfeld et al. 2008) ．実際に，人

為的な大気汚染物質が CCN や INP として作用し

て降水の激化 (invigoration) を引き起こしたこと

が衛星観測と合わせて数値モデルWRF-SBMで確

認されている (Zhao et al. 2019) ． 

しかし，UHRの成因に関する気象学的な既往研

究の多くは，エアロゾルの化学組成・時空間分布

が十分に考慮されていない．粒子状物質 

(Particulate Matter: PM)の前駆気体である二酸化硫



黄や窒素酸化物，揮発性有機化合物  (Volatile 

Organic Carbons: VOCs) 等はO3酸化やラジカル反

応，拡散等の結果として PM2.5 等の二次生成粒子

となるが，その過程では気温や湿度，紫外線等が

影響する．そのため，エアロゾルの濃度や組成は

時空間的に変化する．さらにエアロゾルの組成の

違いは CCN / INP活性の差に現れる．CCNや INP

としては代表的なものに，海塩粒子やバイオエア

ロゾル，硫酸塩や硝酸塩，火山灰，鉱物粒子，ブ

ラックカーボン (BC) ，二次生成有機エアロゾル 

(Secondary Organic Aerosol: SOA) 等が挙げられ，

それぞれ異なる CCN / INP 活性を示し，実大気に

おいてはこれらが内部混合した状態で存在してい

る (Kadowaki 1991; Šantl-Temkiv et al. 2019; Sofiev 

et al. 2011; Yamashita et al. 2011; Hoose and Möhler 

2012; Kanji et al. 2017, 2020; Maters et al. 2019; 

Jaeglé et al. 2011; Ma and He 2012; Shiraiwa et al. 

2011; Jahn et al. 2019; Fröhlich-Nowoisky et al. 

2016) ．しかし，数値気象モデルにおいては多く

の場合，エアロゾル数濃度や組成を一様と仮定し

て（もしくは大陸性と海洋性を区別して）雲生成

過程を扱っている． 

 2012年から東京・新宿区において継続して降水

の採取・化学分析が行われた報告によれば，UHR

では通常の降雨に比べて酸性成分  (H+, NH4
+, 

NO3
-, nss-SO4

2-) の湿性沈着フラックスが 17.8 倍

であり，UHRは大気汚染物質を効率的に取り込ん

でいる (Uchiyama et al. 2017a) ．また，UHRにお

いては降水の水素・酸素安定同位体比が通常降雨

と比較して有意に低い値を示し，先の酸性物質と

の高い相関が確認されたことから，雲内洗浄の過

程で酸性物質が取り込まれている可能性が指摘さ

れている (Uchiyama et al. 2017b) ．また，地理情

報システム (GIS) を用いて UHR 発生直前におい

て PM2.5 高濃度域が形成されていることから，こ

れらPM2.5等の大気汚染物質がUHRのCCNや INP

として作用している可能性が指摘されている 

(Sugo et al. 2020) ．しかし，地上降水や接地境界

層内での化学・安定同位体分析の結果から，上空

における物質輸送や雲生成過程を考察し，大気汚

染物質が UHR に及ぼす影響について定量的に評

価を行うことが困難である． 

 化学場から気象場へのフィードバック過程を実

装した気象化学モデルを用いることで地上から上

空への物質輸送や，化学反応によるエアロゾル生

成，エアロゾルによる雲生成を時空間的に捉える

ことが可能になる．例えば，中国・北京大都市圏

を対象に WRF-UCM-Chem v3.5.1 を用いて人為起

源のエアロゾルが都市域の夏季降水に及ぼす影響

について検証を行った報告がある (Zhong et al. 

2015; Wang et al. 2016) ．これらの報告によれば，

人為起源のエアロゾルが都市の夏季降水を強化し 

(Wang et al. 2016) ，都市化（都市土地被覆の拡大）

とエアロゾルによるそれぞれの降水強化を定量的

に比較すると事例によってはエアロゾルによる効

果が支配的となっている (Zhong et al. 2015) ．し

かし，既往研究の多くで使用されている雲微物理

スキームは雲水数濃度を予報変数としておらず，

ACI を直接考慮していない．また，化学場の再現

の検証や降水への化学物質の取り込みについて議

論が十分にされていない． 

 以上の背景を踏まえて本研究では，UHRに対し

て大気汚染物質がACIを介して及ぼす影響につい

て定量的な推定を行うことを目的とした．ここで

は，東京における UHR 事例を対象に，雲構造や

降水特性，化学特性に対する大気汚染物質の寄与

率について気象庁非静力学モデル NHM と気象庁

気象化学モデル NHM-Chem を用いて推定した結

果を報告する． 

 

２．解析手法 

 本研究では図 1 に示すように，上空における雲

生成や地上におけるエアロゾル生成等，様々な過

程を対象としており，それぞれに不確実性が内在

している．現状の気象化学モデルで UHR に対す

る大気汚染物質の影響を推定するためには，各過

程での検証を順に行う必要がある． 

化学特性を考慮したACIによって雲を生成する

ためには，現業の NHM で使用されていたものと

は異なる雲微物理スキームを使用する必要がある．

そこで，雲微物理スキームの変更に伴う，気象モ

デルの結果（雲構造）への影響の確認を行った．

また，一般に化学輸送モデルの不確実性は気象モ

デルよりも大きい．そこで NHM-Chem による化

学場の再現性についての検証も行った．その上で

最後に，NHM-Chem を用いた UHR の感度実験を

実施した． 

 

２.１．雲微物理スキームの検証 

 雲微物理スキームの検証には都市スキームを搭

載した気象庁非静力学モデル NHM-SPUC を使用

した．計算対象領域は図 2(a)に示す通り，関東平



野を覆う領域とした．水平解像度は 500 mとし，

鉛直 50層（最上層 21801 m）とした．初期値・境

界値には気象庁メソ客観解析値（MANAL）を使

用した．十分に水平高解像のため，積雲対流パラ

メタリゼーションは使用していない．タイムステ

ップは 2.5秒とし，積分時間は UHR事例発生日の

0 時(JST)から 24 時間とした．雲微物理過程には，

ACI を考慮するために使用する 6 カテゴリ完全 2

モーメントバルク法（L2M）と現業で使用されて

いた 6カテゴリ（氷相 2 モーメント・液相 1モー

メント）バルク法（L1M），および 6 カテゴリ 1

モーメントバルク法（1M）の 3つを用いて，それ

ぞれの結果の比較を行った．なお，6 カテゴリは

水蒸気，雲水，雨水，氷晶，雪，霰のことであり，

1モーメントバルク法では混合比のみを，2モーメ

ントバルク法では数濃度も予報変数としている．

L1M では雲水と雨水を混合比のみ予報変数

（Liquid single moment）としているが，L2Mでは

これらの数濃度も予報変数（ Liquid double 

moment）としている．ACI の効果は雲水数濃度お

よび氷晶数濃度に反映されるため，大気汚染物質

が CCN/INPとして UHRに及ぼす影響を調査する

ためには，L2Mの使用が不可欠である．その他の

各種設定については，本研究と同様に夏季東京に

おける強雨に対して NHM-SPUC を用いた計算を

行っている先行研究 (Seino et al. 2018) に倣って

いる． 

 対象事例は，2016 年から 2020 年の夏季東京に

おいて先行研究 (Uchiyama et al. 2020) が UHR と

判断している 10事例を採用した． 

 

図 1：本報告が対象とする雲微物理過程と大気汚

染物質の関係の概要図 

 

２.２．気象化学モデルの再現性の検証 

 気象化学モデルには，気象庁気象化学モデル

NHM-Chem (KAJINO et al. 2019; Kajino et al. 2021) 

の online feedback versionを使用した．気象化学モ

デルには，NHM-Chem の他に WRF-Chem や

WRF-CMAQ 等があり，UHR に対する大気汚染物

質の影響を調査している先行研究 (Zhong et al. 

2015; Wang et al. 2016) ではWRF-Chemが採用さ

れているが，NHM-Chemはエアロゾル微物理を 5

カテゴリで解く点に優位性がある．UHR は海塩粒

子やGiant-CCNに代表されるような鉱物粒子の影

響も受けている可能性が指摘されている 

(Uchiyama et al. 2020) ．そのため，粗大粒子を含

海塩粒子と非含海塩粒子（鉱物粒子）に区別して

CCN/INP 活性を考慮出来る online_NHM-Chem を

採用することが，夏季東京の UHR を対象とする

本研究においては適している． 

 計算対象領域は図 2(b)に示す通りであり，第 1

ドメイン（D1）を東アジア領域，第 2ドメイン（D2）

を中部・関東領域，第 3ドメイン（D3）を関東領

域とした．東アジア領域から計算を開始すること

で，越境大気汚染の影響を考慮した．水平解像度

は 3 kmとし，鉛直 40層（最上層 13815 m）とし

た．気象場の初期値・境界値については，D1で気

象庁 55年長期再解析 JRA-55を，D2および D3で

はMANAL を使用した．化学場については，初期

値をそれぞれのエミッションインベントリから作

成し，境界値は各親ドメインの計算結果をネステ

ィングして使用した． 

 エミッションインベントリについては，人為起

源として REASv3.2.1 (Kurokawa and Ohara 2020) 

と EAGrid (Fukui et al. 2014) を，バイオマス燃焼

起源として GFED4 (Giglio et al. 2013) を，植物起

源としてMEGAN2.1 (Guenther et al. 2006) を使用

した．その他，火山起源 (Kajino et al. 2018; Andres 

and Kasgnoc 1998) や海塩粒子 (Clarke et al. 2006)，

鉱物ダスト (Han et al. 2004) についても考慮した． 

 対象事例は 2018年 8月の 1か月間とした．この

期間は，先の UHR10 事例の内 2 事例を含んでい

る．積分時間は化学場の助走期間を 5 日間とし，

2018年 7月 26日 12:00 UTCから 2018年 9月 1日

00:00 UTC，タイムステップはD1から順に 120秒，

40秒，10秒とした． 

 また，エアロゾルの化学特性の考慮が降水場に

及ぼす影響を調査するために，エアロゾル-放射相

互作用（Aerosol Radiation Interaction: ARI），CCN



による ACI，INP による ACIフィードバックモジ

ュールの ON/OFF 実験も行った．本解析は D3 の

結果で行った。ACI は雲微物理過程にのみ考慮さ

れており，積雲対流パラメタリゼーションには考

慮されていない。そのため，D3には積雲対流パラ

メタリゼーションを使用していない. 

 

 
図 2：本研究における計算領域．(a)は NHM で用

いた計算領域を，(b)は NHM-Chemで用いた

計算領域を示す． 

 

３．結果 

３.１．L2Mの雲微物理・降水特性 

 図3に東京23区域上空における各水物質の混合

比の時空間分布を，代表して 5 事例の結果につい

て示す．L1Mに比較して L2Mでは上空 2~6 km付

近の雲水混合比Qcや雨水混合比Qrが増加してお

り，上空により多くの水分を保持していることを

確認した．この現象をもたらした原因は，図示し

ていないが，L2Mの雲水および雨水の平均体積直

径Dc，Drが L1Mより小さくなっていることから，

雲水および雨水の重力落下が弱化したことにある

と考えられる． 

またこの結果は図 4 に示すように地上降水の強

度分布に影響した．図 4は 2018年 8月 13日のUHR

事例について，東京 23区域の計算格子毎の地上降

水の 6時間降水量を解析雨量（RAP）と 1M, L1M, 

L2M で比較したものである．ただし，RAP と

NHM-SPUC の格子は異なるため，図 4については

全て RAP の格子で換算した結果を示した．1Mや

L1M では 100 mm/6hr を超える強い降水域が現れ

ており，UHR事例の再現がおよそ出来ている．一

方で，L2Mでは最大でも 65.88 mm/6hrであり，強

雨が弱化した．しかし，25%タイル値に注目する

と，L2Mは最も高くなっている．これは，非降水

域もしくは 0.5 mm/hr を超えない降水域において

L2Mでは弱雨が生じていることを示す．以上の結

果から，L2Mを使用することで，強雨の弱化と弱

雨域の拡大が生じること示された．ACI を考慮す

るためには L2M の使用が不可欠であり，L2M の

改善が求められる． 

 

 

図 3：L1M(左)と L2M(右)における各水物質混合比

の鉛直分布の経時変化の比較．横軸は時刻，

縦軸は高度を示す．シェードは雲水混合比

Qc，実線は雨水混合比 Qr，点線は雪と霰の

総混合比 Qs+Qg を示す． 

 

 

図 4：2018 年 8 月 13 日 UHR の東京 23 区域の 6

時間地上降水強度の箱ひげ図の比較．左から

順に解析雨量 RAP, 1M, L1M, L2Mで，×は

平均値を示す． 

 

 L2Mでこの問題が生じる原因としては，雲水か

ら雨水への自動変換過程および雲水の衝突成長過

程の表現にあると考える．図 5(a)には，NHM の

L2M における雲水の自動変換（auto-conversion）



による総雨水生成量について，関東平野部上空を

対象に L1Mと L2M で比較した結果を示した．こ

こでは代表して 3つの UHR事例の結果を示すが，

何れの事例においても，L2M では L1M の 1~2 割

ほどの雨水しか生成していないことが明らかとな

った．図 3 および図 4の結果を踏まえると，雲水

が上空に多く存在しているが，これらが雨水に変

換されずに地上降水の弱化を引き起こしていると

推察できる． 

 

 

図 5：(a) L2Mと L1Mにおける雲水から雨水への

自動変換過程（RAUTC）による総雨水生成

量の比較．(b) L2M 降水期間の東京スカイツ

リー周辺 10 km圏内上空における Qc-Nc頻

度分布図．カラースケールが頻度，点線が

CP00の式で等雨水生成量をQc-Nc空間に示

したもの． 

 

また，図 5(b)には降水期間 6 時間における東京

スカイツリーから 10km圏内上空の雲水混合比Qc

と雲水数濃度 Nc の分布と，L2M で採用されてい

る auto-conversionの式 (Cohard and Pinty 2000a,b) 

を Qc-Nc平面に示した．その結果，Ncに 6.0×108 

m-3の上限に多くの雲粒が分布しており，それらは

CP00 の閾値未満であることがわかる．Nc の上限

値はソースコード内において過剰に Nc を生成し

ないようにするために設けられているが，現状の

Qc-Nc 分布においてはこの上限値を撤廃もしくは

より高数濃度に設けたとしても，CP00の閾値から

さらに遠ざかると考えられる．以上のことから，

L2Mの改善のためには，雲粒同士の衝突併合によ

る成長や auto-conversion の式を見直す必要がある

と考える．例えば，CP00では乱流衝突による雲粒

の成長過程と重力衝突カーネルに含めたパラメタ

化されているが，大気汚染時は雲粒の成長に対す

る乱流衝突過程の寄与が重要であることが複数の

先行研究で指摘されている．雲粒の乱流衝突過程

を乱流に関する予報変数を用いて解くことで，Ｌ

2M の雲粒成長および地上降水の再現が改善する

可能性がある． 

 

３.２．NHM-Chemによる化学場の再現の確認 

 図 6に NHM-Chemの化学場（NO, NO2, O3, SO2, 

PM2.5）の各グリッドにおける経時変化についての

バイアスの空間分布を示した．観測値には国立環

境研究所の環境数値データベースを使用した．

2018年 8月の観測値（1時間値）が 70％以上のデ

ータ取得率の場合に，NHM-Chemのグリッドに合

わせて観測値からスーパーオブザベーションを作

成し，観測値と計算値の 1時間値の比較を行った．

NOx は都市部において過大評価の傾向が顕著にな

っており，NO と NO2でトレンドの再現が良好な

地点が異なっていることに注意する必要がある．

NO と NO2のバランスが観測と一致していないこ

とから，NOx サイクルおよびその周辺反応に課題

があると考えられる．SO2 については東京湾沿岸

での過大評価が顕著になっているものの，トレン

ドの再現は良好であった．O3については郊外にお

いて過大評価の傾向にあるが，トレンドの再現は

良好であった．PM2.5については都市部において過

大評価の傾向が顕著になっていた．UHR の生成機

構の検証を行う上で，PM2.5を過大評価しているこ

の結果は非常に重大な課題である． 

 

 

図 6：2018 年 8 月の各大気汚染物質濃度の 1 時間

値における計算グリッド毎のモデル計算値

と観測値の比較．上段はMean Bias，下段は

経時変化の相関係数を示す． 

 



 図 7 に先行研究での降水採集地点である早稲田

大学西早稲田キャンパス 51号館屋上（65 m a.s.l）

における観測値とモデル計算値の PM2.5 の日日変

化と日内変化を示した．図 7(a)に示す日内変化に

ついては，モデル計算値において観測値には確認

できない 100 µg/m3を超えるような高濃度スパイ

クが複数回確認された．また，図 7(b)に示すよう

に，この異常な高濃度は特に日中を中心として生

じていることがわかる．尚，個々で用いている観

測点はモデルにおいては，地上から 2 層目に相当

するため，エアロゾルの拡散係数の問題とは異な

る要因でモデル計算値が異常な高濃度になってい

ると考えられる． 

 

 

図 7：降水試料採集地点における(a)PM2.5測定値（2

分値，紫実線）とモデル計算値（1時間値，

赤実線）の比較と(b)PM2.5測定値（時別平均

値，紫）とモデル計算値（時別平均値，赤）

の比較． 

 

 PM2.5 過大評価の原因を明らかにするために，

NHM-Chem で考慮している成分を対象に降水試

料採集地点における PM2.5 の組成割合（当量濃度

比）を計算し，図 8に示した．8/8，8/15前後，8/23

前後に PM2.5の減少と Na+と Cl-の増加が確認でき

るが，これはいずれも台風の接近・通過に伴う変

化である．PM2.5濃度と組成の時間変化を確認する

と，PM2.5 と NO3
-の変動が一致している様子がわ

かる．図 7(a)における観測値とモデル計算値の差

分を過剰な PM2.5（ex_PM2.5）とし，図 8 に示す

PM2.5 中の各組成との時間変化についての相関を

確認したところ，NO3
-
_PM2.5と NH4

+
_PM2.5とがそれ

ぞれ ex_PM2.5と有意（p<0.05）な相関係数（0.96, 

0.91）が示された．従って，ex_PM2.5 の主要因は

NH4NO3 の過剰生成に起因していることが明らか

となった． 

 

 

図 8：降水試料採集地点における PM2.5の日平均成

分割合の経時変化．上段が非無機成分および

未同定成分，下段が主要無機成分を示す．横

軸は日別，縦軸は PM2.5濃度を表し，組成割

合は当量濃度で示している． 

 

 NH4NO3 の過剰生成もしくは除去過程の過小な

表現については，前駆ガスの乾性沈着速度を先行

研究 (Shimadera et al. 2014, 2018) に倣って 5倍に

し，含 N前駆ガスの人為排出をエミッションイン

ベントリの不確実性の範囲内で 0.5 倍にし，雲底

下洗浄スキームの変更によって，最終的に PM2.5

の再現性を図 9 に示すように向上させることが出

来た．郊外の O3濃度が過剰になってしまったが，

都市部においては観測値におよそ同じになってい

る．また，NO および NO2の再現も改善し，本修

正の目的である PM2.5 については都市域での過剰

な NH4NO3生成を抑制し，現実的なエアロゾル濃

度場を表現することが出来ている． 

 

 

図 9：NH4
+NO3

-の過剰生成に対する修正実験の結

果．作図方法は図 6に同じ．上段が修正前，

下段が修正後，数値はMean Biasを示す． 

 



本研究では，以上の結果を踏まえて，この修正実

験を基準実験（CNTL）として各種感度実験を実

施した． 

 

３.３．都市域のエアロゾルが UHR 事例に及ぼす

影響の推定 

先行研究 (Sugo et al. 2020) において東京にお

ける UHR 降水試料の採取・化学分析が行われた

2018年 8月を対象に，都市域のエアロゾルがUHR

事例の雲構造や降水特性，化学特性に及ぼす影響

の推定を行った． 

 Online_NHM-Chemでは，ARIや ACICCN，ACIINP

のスイッチを用いることで，ON/OFF 実験を行う

ことが出来る．ACIを OFF にした場合は，雲水生

成や雲氷生成を NHM と同様に水蒸気過飽和度等

から診断する．従って，ACI の ON/OFFの選択は，

ACI を表現する際に化学特性を考慮するかしない

か選ぶことに同じである． 

図 10には東京 23区域上空 0-10 kmにおける各

水物質混合比に対する化学特性を考慮した

ACICCN+INPの寄与について示した．UHR事例があ

った 8月 27日に注目すると，ACIで化学特性を考

慮することで，5~9 kmの雲水混合比が増大し，雲

水がより高高度に輸送された．また，この影響は

雪の生成よりも霰の生成に波及していることも図

10(d,e)から確認できる．2018 年 8 月 27 日の UHR

事例では，エアロゾル化学場を陽に考慮すること

で結果的に霰の成長を促進した．本事例では現実

に降雹が確認されており，フェーズドアレイレー

ダーを用いた観測に基づく先行研究  (Adachi 

2019) とも整合的である． 

 

 

図 10：化学特性を考慮した ACIが東京 23区域上

空の各水物質混合比（Qc, Qr, Qs, Qg）の

鉛直分布に及ぼす影響 

 

 8 月 27 日の UHR 事例に対する ACITotal, ACICCN, 

ACIINPの影響について図 11 に示した．CCN をパ

ラメタ化した場合は最大降水強度が-34%，総降水

量が-43%となり，INPの場合は-18%と-41%となっ

た．また，CCNと INPの両方をパラメタ化した場

合，つまり ARIのみ化学場を考慮した場合は最大

降水強度が-18 %，総降水量が+10%であり，雲微

物理過程の非線形性が現れた．また，何れのケー

スにおいても，ACI 過程において化学場を考慮す

ることで最大降水強度が強化されることは確認で

きた．但し，この結果は図 3,4,5 に示すように，

L2M の影響を含んでいるため，「現状の気象化学

モデルにおいては」化学特性を考慮した ACIは降

水強度を強化する，との結論に留めるべきである． 

 

 

図 11：2018 年 8 月 27 日の UHR 事例における東

京 23区域の領域最大時間降水量（左，bar）

と領域総降水量比（右，plot）．横軸の CNTL

は ARI も ACI も化学特性を考慮，ARI は

ARI で化学特性を考慮，ACICCNと ACIINP

をパラメタ化，ARI+CCNはARIとACICCN

で化学特性を考慮，ACIINPをパラメタ化，

ARI+INPは ARIと ACIINPで化学特性を考

慮，ACICCNをパラメタ化したもの． 

 

 また，図 12に示す通り，東京 23区域の地上降

水に占める関東の人為起源排出の寄与についても

推定を行った．ここでは，ソース・レセプタ法を

採用した．具体的には，関東域における人為起源

排出を 20%削減し（本報告においては，修正 CNTL

に対して 20%削減のため，オリジナルのエミッシ

ョンに対しては 60%削減に相当し），修正 CNTL

実験との差分を 5 倍量にすることでその寄与を算

出する手法である． 



 モデル内の東京 23区域において，UHR 事例（30 

mm/h 以上の降水強度）は 3 回発生し，台風性

（THR）も 3回，その他の降水が 9 回生じた．先

行研究 (Uchiyama et al. 2020) が実試料データか

ら報告するように，モデル内においても UHR 事

例が最も高い湿性沈着フラックスを示し，通常降

雨の 2.54倍に及んだ．しかし，総湿性沈着量につ

いては，通常降雨では実試料と同程度であったも

のの，UHR 事例では 1桁程度の過小評価となって

いた．また，UHRの湿性沈着量に占める各事例の

人為排出起源の寄与は NH4
+で 45~80%，Cl-で

36~68% ，NO3
-で 38~83%，SO4

2-で 36~83%であっ

た．但し，現在は rainoutと washoutを区別できて

いないため，これらの寄与は ACIを介した結果か

どうか判断できない．今後はこれらの区別をした

結果を算出することが求められる． 

 

 

図 12：東京 23 区域の降水組成に対する関東人為

起源の寄与．k.a.は関東人為起源を，n.k.a

は関東人為起源以外の寄与を表す． 

 

４．まとめ 

本報告では，UHRに対して大気汚染物質が雲微

物理過程を介して及ぼす影響について定量的な推

定を行った．結論としては，現在の気象化学モデ

ルには，気象モデルにも化学輸送モデルにも解決

すべき課題があり，気象化学モデルによる定量的

な推定はそれらの不確実性を含むことに注意が必

要である． 

気象モデルにおける雲微物理スキームについて

は，ACIを考慮するために L2Mを使用すると，雲

水や雨水の粒径を過小評価し，数濃度を過大評価

する傾向にあり，UHR事例の最大降水強度の過小

評価の原因になっている．改善すべきは雲水から

雨水への自動変換過程にあると考えられ，乱流衝

突による雲水の成長過程等についても今後注目す

る必要がある． 

エアロゾル化学場の再現については，PM2.5をは

じめとする人為起源大気汚染物質が都市部におい

て特に過大となったが，幾らかのアドホックな修

正によって，現実的な PM2.5 濃度を表現すること

はできた．但し，根本的な解決には至っていない

ため，ex_PM2.5の主要因である NH4NO3の過剰生

成の原因等についても調査する必要がある． 

以上の課題を含めて，Online_NHM-Chemを用い

た都市域の大気汚染物質が UHR に及ぼす影響の

推定を行った．その結果，化学特性を考慮した ACI

では，雲水がより上空に輸送され，霰の成長を促

した．また，化学特性の考慮によって，領域最大

1時間降水量は CCN で 51%，INPで 22%，ACI正

味で 22%強化された．これら UHR の湿性沈着量

に占めるローカルな人為起源の寄与は，40~80%程

度と推定された．加えて，酸性物質の湿性沈着量

は UHR 事例において通常降雨の 2.54 倍となった

が，総量としては 1桁程度の過小評価であった． 
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